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ユニバーサルな交通環境整備に向けての要望書

国土交通省におかれては日頃より、高齢者・障害者等の移動に制約を持つ者の安全で円滑な社会参加促進に向けてご尽力賜り感謝申し上げます。

　2006年に制定されたバリアフリー新法のもとで、新たなバリアフリー化対象項目も追加され、より一層の交通環境整備が求められているところであります。
　交通環境整備に関しては、移動に制約を課せられた当事者のあらゆる場面での積極的な関与が必要であると考えるものです。貴省においてもこうした主張にご理解頂き、新法では基本構想協議会への当事者の参画や住民提案制度等を盛り込み、当事者関与の道を開かれました。今後はこの方向をさらに推し進め、基本構想の検討だけではなく、具体的な計画づくりや施設整備の検証、事後　　評価等に至るまで、全体的な過程における当事者関与の必要性を強く認識され、関係自治体や事業者の意識向上に向けて、具体的な施策を講じられること
を強く望むものであります。
　今回のバリアフリー新法では、その対象を従来の「高齢者、身体障害者等」から「高齢者、障害者等」とし、範囲を広げられました。この動きをより　　　　大きなものとし、「いつでも、だれでも、どこでも」「自由に、安全に、円滑に」というユニバーサルデザインに基づいた思想のもとで、よりレベルを高めた　交通政策・運輸政策を講じられるよう要望するとともに、以下の諸点に対する早急な対応を講じられるよう併せて要望いたします。

【共通事項について】

１．バリアフリー新法に基づく基本構想策定を対象自治体に促して頂きたい。
　　自治体(市区町村)が基本構想を策定していただかないことには､　　　　　バリアフリー新法で求める様々な対象毎の目標や公共交通移動等円滑化　基準及び各種新ガイドラインが全面的に包括的に展開・達成されません。わたしたちの切実なユニバーサルデザインの考え方に基づいた整備(※)が実現されません。

今後どのように基本構想策定自治体を増やしていかれるのか、計画を　　お聞かせください。
(※)歩道・交差点・大中小建築物・都市公園・路外駐車場・鉄道・バス・　　　　船舶・航空機・タクシー・コミュニティバス・LRT 
２．事業者の一方的な理由で繰り返される乗車拒否や利用拒否を無くして　　ください。事業者の一方的な理由で繰り返される乗車拒否や利用拒否は、バリアフリー新法の主旨に反する事であり､乗車拒否や利用拒否された､　あるいは、され続けている状態は、当該障害者の社会参加機会を奪い　　　続けていることになり､違法状態であると考えます。早急に､このような　違法な状態を解決してください。

不適合な設備や不適切な接遇による事故やケガ､個々の障害に対する偏見や差別による不接遇や不設備を無くしてください。
これらの情報を収集し､調査し､改善するためのしくみを様々な障害当事者の参画の下､改善できるような権限を伴った組織を立ち上げ､当該障害　　当事者が納得できる形での改善をできるだけ早くなされるようにして　　ください。

この点に関しての「国土交通ホットラインステーション」に寄せられた　　事例や分析結果をお知らせください。

３．新しく導入される鉄道(特急車両・新幹線含む)・バス(長距離及びリムジンバス含む)・航空機・船舶・コミュニティバス・タクシー・LRT(路面電車　　　含む)等、これら車両の設計の段階及び事業運用開始前の段階に至るまで、各種障害当事者の参画ができる様なしくみを構築してください。
その際、現在わたしたちが想定する様々な移動の用に供する移動支援機器

(ハンドル式電動車いすや歩行器、ストレッチャー型車いすなど)を想定して車両の設計及び事業運用ができる様なしくみを構築してください。
４．基本構想の各種事業及び上記３．の新しく導入される車両等諸設備・接遇サービス・接遇サービスシステム等が、ユニバーサルデザインの観点及び　　スパイラルアップの観点からなされているかどうかの検証・評価ができる様なしくみを構築してください。
　　例えば、各種研修終了資格を得た各種障害当事者が､検証・評価する制度を設けるなど。また、将来構想として､各種研修終了資格を得た各種障害　　当事者が､一定の権限を与えられて､各種UD及びＢＦ基準・ガイドラインに適合しているかをチェック・指導できる業務部署を国交省内に設置してください。
５．バリアフリー新法を各種関係機関(すべての自治体・各種事業者・関係する団体)に広報し周知し理解を広げてください。また、国民すべてに、この　　法律の意義としくみと目標と効果について、テレビ・新聞・雑誌・　　　　　インターネット・集会等で宣伝し周知して、理解の輪を広げてください。
【鉄道について】
　バリアフリー改善計画の策定について
(1)各鉄道事業者に対して、バリアフリー化の具体的な実施計画策定を早急に　求めるとともに、公表を行って下さい。2010年までに一日当たり５千人以上のバリアフリー化を着実に達成するとともに、5千人以下の既設駅についても、早急に目標数値と年限を定め､移動の円滑化を図ってください。
(2)バリアフリー計画策定に当たって、「安全性の確保・移動の利便性向上」の　　ため以下の点をふまえたものとして下さい。

①障害者が自立した移動・利用＝「自らの意志に基づいて自由に移動・利用　　できる」を原則とすること。例えば、下記の様な事例が挙げられています。
１．JR東海が車いす使用乗客の在来線利用時､自社の一方的な決め毎で､
　　　車いす使用乗客の乗車位置を車いすスペース位置と関係なく､車いす　使用乗客の乗車希望位置を接遇考慮せず､強制的に､最後部車両後ろ寄りに乗車誘導しています。

２．多くの車いす使用乗客が利用時恐怖感を感じている､また､２００４年に　２回も転落事故(JR内房線八幡宿駅と名古屋市交通局名城線名古屋港駅)が起きた「車いす対応エスカレーター」の利用を優先しない様に助言して　　ください。
３．ＢＦ新法における旅客施設の新ガイドラインの審議でもありましたように､エレベーター設置が最優先だけれども､エレベーター設置が構造的に　　困難な場合における代替昇降機器としての「車いす対応エスカレーター」の設置すらも極力行わないように事業者に助言してください。

②エレベーター及びスロープのみが高低差移動のバリアフリー手段の原則で　あることを確認し、事業者に周知徹底すること。
ワンルートバリアフリー化ルート上のエレベーターは、始発から終電まで、だれもが利用可能とすることを義務付けること。（利用時間制限問題）
また、ワンルートバリアフリー化ルート上のエレベーターは、始発から終電まで、だれもが利用可能でない場合は、「ワンルート・バリアフリー化ルート」として２００９年度からカウントしないこと。（利用時間制限設備のＢＦ新法主旨不適合事例の解消問題）
③障害のない人が通常使うルートに対する「迂回率」・「時間及び手続き等の　　制約抵抗値」概念の導入と、「迂回率を限りなく１に近づけていく」・「時間　　及び手続き等の制約抵抗値を限りなく０に近づけていく」ことを目標とするように促すこと。
④複数の路線等が交差する駅では、乗り換え経路もバリアフリー化の対象とし、具体的な改善計画と数値目標を策定すること。

⑤ワンルートバリアフリー化確保で改善終了とせず、駅の構造・乗降客数を　　　勘案し、可能な限り、複数のバリアフリー化ルートを確保すること。
「安全性の確保・移動の利便性向上」のために、以下のような点をふまえて、基準の運用を行ってください。

①今回の基準改正により、視覚障害者等のプラットホームからの転落を防止　するのにもっとも有効な機能を持つバリアフリー化設備としてホームドア・可動式ホーム柵が位置づけられるようになりましたが、「条件が整った駅　　から」というきわめて消極的な促進理由であり、問題です。ホーム可動柵の設置駅数の割合が駅総数のわずか４％であることから、今後新設される駅　及び大規模改修駅､また、新型車両及び大規模改修車両導入時には､すべて　ホームドア・ホーム可動柵を設置できる様に､条件整備すること。
②鉄道車両内の「車いすスペース」は、車いす使用乗客のみならずベビーカーや大荷物の人などの利用客等にとっても有用であり、車両の新ガイドラインの望ましい基準をさらに高め､都市部と地方鉄道の差異を認識し､都市部に　　おいては各車両毎に１箇所ずつ「車いすスペース」設けること。

また、デッキ付車両においても、車両の新ガイドラインの望ましい基準を　　　さらに高め､各車両毎にフリースペース方式の「車いすスペース」を１以上　設けること。
③鉄道におけるホームと車両との隙間・段差について、車いす使用乗客が駅員の「ホーム渡り板」使用乗降車介助を必要としなくても済むように、単独　　自力乗降できることを求めていることを明確に認識され、隙間を建築限界　及び車両限界に限りなく近接し、段差はゼロにすることを原則とした内容で関係法令の改正及び技術研究を行うこと。また、隙間・段差の解消が実現　　するまでの間、新ガイドラインに適合した「ホーム渡り板」の配備を　　　　義務付けるとともに、本人が希望する場合の使用を事業者に義務化すること。
【バス・自動車関連について】

１．新規導入バスについては、床面高をノンステップバスの30cm以下の車両を基本として下さい。また、この間の推移は、地域的偏在があまりにも　　大きい状況にあります。地域偏在を解消し､ノンステップバスが確実に導入されていくような方策を検討して下さい。さらに､ノンステップバスを円滑に利用するための運行路線及び時刻の固定・情報提供を義務化して　　　ください。同時に､安全・円滑な乗降ができる様に､定期的な設備機器習熟化及びバス停の整備及び接遇サービスの向上のための障害当事者参画の　下での研修を行う様に都道府県バス協会を通じて促してください。
２．「移動上の利便性の向上」には、「（自宅から目的地まで）切れ目のない移動」の確保が欠かせません。そうした点から、ＳＴＳやコミュニティバスと　　　バリアフリー新法による施策とが連動するようにして下さい。

３．高速バス・長距離バスのユニバーサル･デザイン化を促進してください。

　　フルノンステップバス化を進めてください。

４．タクシーのユニバーサル･デザイン化を促進してください。

５．福祉有償運送（移送サービス・ＳＴＳ）での利用者利便の増進のために、

　　発地・着地の範囲を都道府県単位にしてください。

【航空関連について】
１．他の交通機関の改善に比べて、航空サービスの利用円滑化は遅れていると言わざるを得ません。空港単体の改善だけでなく、航空サービスを円滑に　　利用できるように、以下の点をふまえたバリアフリー化を進めて下さい。

①〔空港－チェックイン－手荷物検査－搭乗ゲート－ボーディングブリッジ－　機内〕まで切れ目なく円滑かつ負担なく利用できるようにすること。
②本人が希望する場合に電動車いす等の機側引き受けの徹底と、円滑に進めるための設備基準化を設定し職員研修を障害当事者参画の下で実施すること。
③航空機は、他の交通モードと異なり、「車いすのまま」搭乗ができず、　　　　唯一自らの足である車いす(電動車いす及びハンドル式電動車いす・　　　　ストレッチャー型車いす・バギーを含む)から機内座席に移乗を余儀なく　　されています。

　そのことによる移乗に伴う身体的精神的負担と自らの足である大切な車いすを損傷されるのではないかという不安と不信が伴い極めて安全・円滑に利用する上で抵抗値の高い乗り物となっています。これらの事柄を理解され､　　これらの事柄の総体がバリアフリー化されることが強く求められていることを認識され、下記諸点のバリアフリー化をすべての航空事業者及び空港　　事業者に設置及び接遇を義務付けすること。
1. 空港用車いす(機内用車いす・リクライニング機能付・ストレッチャー型　含む)の導入設置とさらなるバリアフリー化。
2. 空港カウンターから機内座席までの経路のバリアフリー化(ボーディングブリッジと機内搭乗口との段差と隙間の解消・ボーディングブリッジ通路の斜面及びプチ段差のさらなるバリアフリー化・車いす用タラップ車の　設置)。
3. 機内の車いす対応トイレ及び移動制約者対応座席及び機内バリアフリー備品のさらなるバリアフリー化。
4. 接遇サービスのマニュアルのUD化観点によるスパイラルアップ的見直し。
④空港内及び空港外から空港までのリムジンバスのバリアフリー化を進める　こと。特に、これらのバスは他に代替の公共交通手段がないことから、そのバリアフリー化は確実に進めていくこと。２０１０年までに､すべての地方　空港へのバリアフリー化アクセスを確保すること。
⑤約４０年ぶりに国産旅客機プロジェクトと言われている三菱重工業製の　　国産初の小型ジェット旅客機「ＭＲＪ（ミツビシ・リージョナル・ジェット）」事業化が始動したとのことですが､交通ＢＦ法及びＢＦ新法の交通モードのユニバーサル･デザイン基準の中で､航空機のUD化がもっとも遅れている　ことは有名ですが､ぜひ、様々な障害当事者参画の下､世界に誇れる　　　　ユニバーサル･デザインの航空機仕様となるように､「ＭＲＪのユニバーサル･デザイン化検討協議会」を立ち上げてください。
【職員研修について】
★乗車拒否・搭乗拒否・利用拒否が起きないように、また、より安全に乗降・　　　　移動できるようにするためには職員研修が重要です。各事業者に職員研修の計画策定を求めるとともに、研修の実施に当たっては、そのニードや具体的な現場での対応へのアドバイスの重要性から障害当事者が関与した　　　　プログラムを義務付けること。
【新たなバリア(＝障壁)の発生について】
· JR東日本の近郊路線の青梅線の各駅で、地域住民への説明無しに、いきなりの駅員削減による無人駅化が原因で、車いす使用乗客の利便が損なわれ　　ました。バリアフリー新法の下で、移動制約者の利便性の向上に向けた　　　事業者のバリアフリー化努力が求められていますが、このような移動制約者にのみ多大な利便性の低下を強いる様な事業者に対して、現状回復するように指導・勧告すること。
【内部障害及び難病当事者からの要望項目】
１．○具合が悪くなったとき等の緊急対応を周知徹底してください。

　①　緊急ボタンがあるときはその場所を周知徹底、アナウンス、張り紙等での告知を徹底する。

　②　職員に緊急時の対応等の事前研修を徹底してください。

　③　必要時には横になって休める場を確保してください。

２．○見た目にわかりくい内部の障害であっても、優先座席等、座りやすい　　ようにしてください。

　①　車内アナウンスの徹底（なるべく頻回に放送する）

　②　見た目にはわかりずらい障害であっても、座りやすいようにポスター等の掲示をしてください。
３．○駅などで右歩き左歩き（のぼり、おり）を徹底してください。

　　　構内アナウンスでの徹底（なるべく頻回に放送する、特に混雑時）

＜理由＞手すりを必要としている人の行動ができなくなる。　　

４．○障害者自立支援法の地域生活支援事業、もしくは、市の独自の移送　　　サービスについて、「一時歩くことができる」ことを理由に使用を制限　しているといった問題（沖縄県名護市）が起こっています。

　　　長時間歩き続けると、症状が悪化したり、他のことがまったくできなくなる等、社会参加の制限につながっています。

【交通ＢＦ法に基づく基本構想の内容とＢＦ新法に基づく基本構想について】
１．○交通ＢＦ法に基づく受理された基本構想の内容を公表してください。

　①　上記基本構想の事業計画の進捗状況を公表してください。

　②　上記基本構想の事業計画における障害当事者参画の度合い及び内容を　公表してください。

　③　未だ策定していない市町村に国はどのように策定を促しているのかを　お知らせください。

２．○ＢＦ新法に基づく受理された基本構想の内容を公表してください。　

①　上記基本構想を策定するに際しての国からの支援策をお聞かせください。②　上記基本構想策定目標数をお聞かせ下さい。
